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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期中間連結会計期間及び第６期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきまし

ては、新株引受権の残高はありますが、同期間において当社が非上場であり期中平均株価が把握できないた

め、記載しておりません。第８期中間連結会計期間につきましては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、(外書)は臨時雇用者の平均雇用者数であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  ５月31日

自 平成17年
  12月１日 
至 平成18年 
  ５月31日

自 平成18年
  12月１日 
至 平成19年 
  ５月31日

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  11月30日

自 平成17年
  12月１日 
至 平成18年 
  11月30日

売上高 (千円) 2,249,073 2,320,224 2,945,190 4,751,162 4,990,338

経常利益 (千円) 37,104 72,771 93,317 172,051 194,702

中間(当期)純利益 (千円) 23,068 41,217 46,865 104,397 101,682

純資産額 (千円) 695,080 1,250,486 1,211,495 776,409 1,310,886

総資産額 (千円) 1,107,713 1,647,733 1,721,748 1,260,357 1,778,352

１株当たり純資産額 (円) 29,477.56 46,562.63 46,772.54 32,926.62 48,818.98

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 978.33 1,640.71 1,769.23 4,427.39 3,916.59

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― 1,569.90 ― ─ 3,820.71

自己資本比率 (％) 62.7 75.7 70.2 61.6 73.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 10,262 △11,686 99,267 142,353 12,342

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △28,246 △13,227 △60,780 △21,563 △47,541

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 15,852 429,790 △146,844 △12,288 429,790

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 374,260 889,770 771,128 484,893 879,485

従業員数
〔外、契約従業員数〕
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
90

〔54〕
（19）

96
〔57〕
（35）

121
〔66〕
（35）

75
〔44〕
（24）

105
〔59〕
（28）



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期中間会計期間及び第６期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、新株引受権

の残高はありますが、同期間において当社が非上場であり期中平均株価が把握できないため、記載しており

ません。第８期中間会計期間につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、(外書)は臨時雇用者の平均雇用者数であります。 

  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  ５月31日

自 平成17年
  12月１日 
至 平成18年 
  ５月31日

自 平成18年
  12月１日 
至 平成19年 
  ５月31日

自 平成16年 
  12月１日 
至 平成17年 
  11月30日

自 平成17年
  12月１日 
至 平成18年 
  11月30日

売上高 (千円) 2,147,710 2,221,702 2,760,980 4,570,197 4,682,021

経常利益 (千円) 13,948 53,514 101,106 132,014 136,165

中間(当期)純利益 (千円) 5,398 27,235 48,945 73,419 60,236

資本金 (千円) 393,000 584,730 584,730 393,000 584,730

発行済株式総数 (株) 23,580 26,798 25,834 23,580 26,798

純資産額 (千円) 682,412 1,207,877 1,142,979 750,433 1,240,877

総資産額 (千円) 1,077,945 1,587,201 1,617,445 1,220,345 1,675,615

１株当たり純資産額 (円) 28,940.31 45,071.56 44,243.21 31,824.99 46,303.00

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 228.95 1,084.16 1,847.77 3,113.63 2,320.16

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― 1,037.37 ― ─ 2,263.36

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 850.00 1,100.00

自己資本比率 (％) 63.3 76.1 70.7 61.5 74.1

従業員数
〔外、契約従業員数〕
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
88

〔54〕
（16）

82
〔57〕
（29）

100
〔66〕
（31）

73
〔44〕
（21）

86
〔58〕
（25）



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年５月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、(外書)は臨時雇用者の平均雇用者数であります。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

４ 前連結会計年度末に比べ従業員が30名増加していますが、これは事業拡大に伴う採用によるものでありま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年５月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は契約従業員数、(外書)は臨時雇用者の平均雇用者数であります。 

３ 前事業年度末に比べ従業員が28名増加していますが、これは事業拡大に伴う採用によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業区分の名称 従業員数(名)

総合人材アウトソーシング事業 77〔63〕(29)

モバイル・マーケティング事業 4〔―〕( 4)

その他事業 18〔 1〕(―)

全社（共通） 22〔 2〕( 2)

合計 121〔66〕(35)

従業員数(名) 100〔66〕(31)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間（平成18年12月１日～平成19年５月31日）におけるわが国経済は、世界同時株安

や円高の進行等により一時的に不透明感が強まった時期もありましたが、堅調な設備投資や企業業績に

支えられ景気拡大傾向が緩やかに持続しております。個人消費に力強さは欠けるものの、４月の完全失

業率が９年１ヶ月ぶりの3％台となる3.8％にまで低下する等、雇用環境は大幅な改善を続けておりま

す。当社グループが関連する人材アウトソーシング業界や企業研修業界では、好調な企業業績を背景に

需要の拡大が進んでおりますが、一方で雇用環境の改善に伴い人員の確保という新たな課題が浮上しつ

つあります。このような環境の下、当社グループでは業容拡大を進めるべく積極的な営業展開を行いま

した。損益面では総合人材アウトソーシング事業の売上総利益率が低下するとともに、パフォーマン

ス・コンサルティング事業において先行投資により販売費及び一般管理費が増加しております。その結

果、当中間連結会計期間の売上高は2,945,190千円（前年同期比26.9％増）、営業利益は86,942千円

（前年同期比4.7％減）となりました。営業外損益では、前中間連結会計期間の新規上場に係る費用負

担がなくなっております。そのため、経常利益は93,317千円（前年同期比28.2％増）、中間純利益は

46,865千円（前年同期比13.7％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績（セグメント間内部取引消去前）は次のとおりです。 

  

①総合人材アウトソーシング事業 

 前連結会計年度に引き続き企業部門の人材関連アウトソーシングに関する需要は好調に推移していま

す。特に、前連結会計年度の後半から参入した携帯電話店頭販促業務が大幅に増加しております。ま

た、物流業務やコールセンター業務も底堅く推移し、既存支店の売上が増加しております。拠点面で

は、東京の２支店を拡大統合するとともに、札幌に新規出店を行いました。これにより、総合人材アウ

トソーシング事業を展開する拠点は当中間連結会計期間末で前連結会計年度末比増減なしの22拠点とな

っております。 

 以上の結果、売上高は2,709,786千円（前年同期比29.1％増）となりました。損益面においては、携

帯電話店頭販促業務の社会保険料負担増等により売上総利益率が1.2ポイント低下しました。その結

果、営業利益は247,474千円（前年同期比16.4％増）となりました。 

②モバイル・マーケティング事業 

 モバイル・マーケティング事業では、大型の調査案件が増加し、売上高は131,928千円（前年同期比

44.5％増）、営業利益は25,210千円（前年同期比118.6％増）と好調に推移しました。 

③その他事業 

 その他事業では、企業研修業務が好調に推移したパフォーマンス・コンサルティング事業の売上が増

加しました。一方、平成16年10月より試験的に開始した労務管理の代行業務は平成18年11月期第１四半

期で終了しております。また、パフォーマンス・コンサルティング事業では、人員の増加や事業所の拡

大等の先行投資を実施したため、販売費及び一般管理費が大幅に増加しております。以上の結果、売上

高117,401千円（前年同期比12.6％減）、営業損失は19,871千円（前年同期は24,314千円の営業利益）

となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から108,357千円減少し、771,128

千円となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は以下のとおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比110,953千円増の99,267千

円の収入（前中間連結会計期間は11,686千円の支出）となりました。税金等調整前中間純利益や減価償

却費、賞与引当金の増加等の資金増加要因が、法人税等・消費税等の支払等の資金減少要因を大幅に上

回りました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比47,552千円増の60,780千円

の支出（前中間連結会計期間は13,227千円の支出）となりました。これは、主にパフォーマンス・コン

サルティング事業の事業所拡大に伴う敷金の差入や什器備品の購入によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、146,844千円の支出（前中間連結会計

期間は429,790千円の収入）となりました。これは主に自己株式の取得及び配当金の支払によるもので

あります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループは、業務請負・人材派遣を中心とした人材関連アウトソーシング事業を行っており、提

供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、記載しておりません。 

  

(2) 受注実績 

生産実績と同様の理由により、記載しておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりとなります。 

 
(注)  金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当中間連結会計期間
(平成18年12月１日から
平成19年５月31日まで)

金額(千円) 前年同期比(％)

総合人材アウトソーシング事業 2,709,786 129.1

モバイル・マーケティング事業 131,928 144.5

その他事業 117,401 87.4

セグメント間の売上高消去 (13,926) ―

合計 2,945,190 126.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおり

であります。 

 なお、当中間連結会計期間において、重要な設備計画の変更、新たに確定した重要な設備の新設、除却

等はありません。 

  

 
(注) 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容 投資額(千円) 完了年月

完成後の 
増加能力

㈱エスプール総合研究所 
（東京都港区）

その他事業
事務所
営業設備

46,315 平成19年4月 －



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）自己株式の消却による減少であります。  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,320

計 100,320

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年５月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年８月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 25,834 25,834

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュ
ー・マーケット―
「ヘラクレス」)

─

計 25,834 25,834 ─ ─

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成19年４月27日 (注) △964 25,834 ─ 584,730 ─ 465,671



(5) 【大株主の状況】 

平成19年５月31日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

浦上 壮平 東京都江東区 5,700 22.1

吉村 慎吾 東京都世田谷区 5,266 20.4

佐藤 英朗 東京都江東区 1,014 3.9

石田 敦信 東京都新宿区 849 3.3

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１-６-６ 840 3.3

山森 達也 東京都渋谷区 723 2.8

中村 勝人 東京都足立区 646 2.5

白石 徳生 東京都八王子市 530 2.1

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２-４-６ 394 1.5

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２-２７-２ 360 1.4

計 ― 16,322 63.3



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年５月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年５月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット─「ヘラクレス」)におけるものであ

ります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 25,834 25,834
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 25,834 ― ―

総株主の議決権 ― 25,834 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 147,000 153,000 137,000 120,000 118,000 91,500

最低(円) 132,000 128,000 102,000 95,000 82,100 66,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年12月１日から平成18年

５月31日まで)及び前中間会計期間(平成17年12月１日から平成18年５月31日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、中央青山監査法人の中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年12月１

日から平成19年５月31日まで)及び当中間会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)の中間

連結財務諸表及び中間財務諸表については、太陽ＡＳＧ監査法人の中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間 中央青山監査法人（現 みすず監査法人） 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間 太陽ＡＳＧ監査法人 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年５月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年５月31日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 889,770 771,128 879,485

 ２ 受取手形及び売掛金 454,890 573,995 586,229

 ３ たな卸資産 25,608 24 589

 ４ その他 61,489 84,961 73,878

   貸倒引当金 △916 △2,336 △4,875

   流動資産合計 1,430,841 86.8 1,427,772 82.9 1,535,308 86.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 31,383 1.9 58,519 3.4 42,867 2.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 59,282 46,069 54,419

  (2) その他 257 257 257

   無形固定資産合計 59,540 3.6 46,326 2.7 54,676 3.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 敷金及び保証金 93,655 137,991 103,425

  (2) その他 32,312 56,149 42,074

   貸倒引当金 － △5,010 －

   投資その他の資産 
   合計

125,968 7.7 189,129 11.0 145,500 8.2

   固定資産合計 216,891 13.2 293,975 17.1 243,044 13.7

   資産合計 1,647,733 100.0 1,721,748 100.0 1,778,352 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年５月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年５月31日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 7,844 13,608 5,351

 ２ 短期借入金 60,000 60,000 60,000

 ３ 未払費用 166,334 208,804 208,328

 ４ 賞与引当金 26,280 37,341 5,942

 ５ その他 136,788 190,498 187,844

   流動負債合計 397,247 24.1 510,252 29.6 467,466 26.3

   負債合計 397,247 24.1 510,252 29.6 467,466 26.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 584,730 584,730 584,730

 ２ 資本剰余金 465,671 465,671 465,671

 ３ 利益剰余金 197,383 157,920 257,849

   株主資本合計 1,247,785 75.7 1,208,321 70.2 1,308,251 73.6

Ⅱ 新株予約権 50 0.0 － － 50 0.0

Ⅲ 少数株主持分 2,650 0.2 3,174 0.2 2,585 0.1

   純資産合計 1,250,486 75.9 1,211,495 70.4 1,310,886 73.7

   負債純資産合計 1,647,733 100.0 1,721,748 100.0 1,778,352 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,320,224 100.0 2,945,190 100.0 4,990,338 100.0

Ⅱ 売上原価 1,671,058 72.0 2,124,968 72.1 3,572,397 71.6

   売上総利益 649,166 28.0 820,221 27.9 1,417,941 28.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 557,914 24.1 733,278 24.9 1,212,126 24.3

   営業利益 91,252 3.9 86,942 3.0 205,814 4.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 149 382 281

 ２ 持分法による 
   投資利益

8,199 7,133 16,292

 ３ その他 451 8,800 0.4 189 7,704 0.2 509 17,084 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 449 640 907

 ２ コミットメント 
   フィー

449 449 899

 ３ 公開準備費用 17,303 ─ 17,303

 ４ 新株発行費 8,991 ─ ─ 

 ５ 株式交付費 ─  49 8,991

 ６ 支払手数料 ─  190 ─ 

 ７ その他 88 27,281 1.2 ― 1,330 0.0 94 28,196 0.6

   経常利益 72,771 3.1 93,317 3.2 194,702 3.9

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入額 2,349 2,349 0.1 ─ ─ ― ─  ─  ─

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 1,714 1,714 1,713 1,713 0.1 1,714 1,714 0.0

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

73,406 3.2 91,603 3.1 192,987 3.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

31,837 60,726 92,830

   法人税等調整額 133 31,971 1.4 △16,576 44,149 1.5 △1,678 91,152 1.9

   少数株主利益 218 0.0 588 0.0 152 0.0

   中間(当期)純利益 41,217 1.8 46,865 1.6 101,682 2.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 
  

   

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年11月30日残高(千円) 393,000 207,200 176,209 776,409

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 191,730 258,471 ― 450,201

 剰余金の配当 ― ― △20,043 △20,043

 中間純利益 ― ― 41,217 41,217

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計

(千円)
191,730 258,471 21,174 471,375

平成18年５月31日残高(千円) 584,730 465,671 197,383 1,247,785

新株予約権
少数株主 

持分
純資産合計

平成17年11月30日残高(千円) 417 2,432 779,260

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 ― ― 450,201

 剰余金の配当 ― ― △20,043

 中間純利益 ― ― 41,217

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△367 218 △149

中間連結会計期間中の変動額合計

(千円)
△367 218 471,226

平成18年５月31日残高(千円) 50 2,650 1,250,486



当中間連結会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 
  

   

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 257,849 ― 1,308,251

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △ 29,477 ― △ 29,477

 中間純利益 ― ― 46,865 ― 46,865

 自己株式の取得 ― ― ― △ 127,200 △ 127,200

 自己株式の消却 ― ― △ 102,184 102,184 ―

 自己株式の処分 ― ― △ 15,132 25,016 9,883

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計

(千円)
― ― △ 99,929 ― △ 99,929

平成19年５月31日残高(千円) 584,730 465,671 157,920 ― 1,208,321

新株予約権
少数株主 

持分
純資産合計

平成18年11月30日残高(千円) 50 2,585 1,310,886

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △ 29,477

 中間純利益 ― ― 46,865

 自己株式の取得 ― ― △ 127,200

 自己株式の消却 ― ― ―

 自己株式の処分 ― ― 9,883

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△ 50 588 538

中間連結会計期間中の変動額合計

(千円)
△ 50 588 △ 99,390

平成19年５月31日残高(千円) ― 3,174 1,211,495



前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 
  

   

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年11月30日残高(千円) 393,000 207,200 176,209 776,409

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 191,730 258,471 ― 450,201

 剰余金の配当 ― ― △20,043 △20,043

 当期純利益 ― ― 101,682 101,682

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計(千

円)
191,730 258,471 81,639 531,841

平成18年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 257,849 1,308,251

新株予約権
少数株主 

持分
純資産合計

平成17年11月30日残高(千円) 417 2,432 779,260

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― 450,201

 剰余金の配当 ― ― △20,043

 当期純利益 ― ― 101,682

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△367 152 △215

連結会計年度中の変動額合計(千

円)
△367 152 531,626

平成18年11月30日残高(千円) 50 2,585 1,310,886



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

73,406 91,603 192,987

   減価償却費 13,311 16,704 29,785

   貸倒引当金の増減額 △2,349 2,472 1,609

   賞与引当金の増減額 15,334 31,399 △5,003

   受取利息 △149 △382 △281

   支払利息 449 640 907

   持分法による投資利益 △8,199 △7,133 △16,292

   固定資産除却損 1,714 1,713 1,714

   売上債権の増減額 56,503 12,234 △74,836

   たな卸資産の増減額 △25,284 564 △265

   仕入債務の増減額 △935 8,257 △3,428

   未払費用の増減額 △40,980 475 1,013
   その他 △50,863 △6,632 △30,501

    小計 31,956 151,919 97,407

   利息の受取額 149 382 281
   利息の支払額 △446 △647 △925
   法人税等の支払額 △43,345 △52,386 △84,420

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△11,686 99,267 12,342

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
   有形固定資産の取得に 
   よる支出

△6,437 △24,960 △24,930

   無形固定資産の取得に 
   よる支出

─ △841 △4,602

   貸付金の回収による収入 8,000 ― 8,000

   敷金及び保証金の差入に 
   よる支出

△16,778 △40,475 △28,882

   敷金及び保証金の返還に 
   よる収入

1,987 5,496 2,873

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△13,227 △60,780 △47,541

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
   配当金の支払 △20,043 △29,477 △20,043

   株式の発行による収入 449,833 ― 449,833

      自己株式の取得による支出 ― △127,200 ―
   自己株式の処分による収入 ─ 9,833 ―

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

429,790 △146,844 429,790

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増減額

404,876 △108,357 394,592

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

484,893 879,485 484,893

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

889,770 771,128 879,485



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

１ 連結の範囲に関する

事項

連結子会社の数     ３社 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の名称 

 ㈱エスプール・マーケティング 

 ㈱パスカル 

 ㈱エスプール総合研究所 

なお、㈱エスプール総合研究所

は、平成18年４月に会社分割によ

り設立した子会社であります。

連結子会社の数     ３社 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の名称 

 ㈱エスプール・マーケティング 

 ㈱パスカル 

 ㈱エスプール総合研究所 

 

連結子会社の数     ３社 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の名称 

 ㈱エスプール・マーケティング 

 ㈱パスカル 

 ㈱エスプール総合研究所 

なお、㈱エスプール総合研究所

は、平成18年４月に会社分割によ

り設立した子会社であります。

２ 持分法の適用に関す

る事項

持分法を適用した関連会社数１社 

すべての関連会社に持分法を適用

しております。 

関連会社の名称 

 ㈱ケータイソリューション

同左 同左

３ 連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項

 

連結子会社のうち、中間決算日が

連結中間決算日と異なる会社は次

のとおりです。

会社名 中間決算日

㈱パスカル 12月31日

中間連結財務諸表の作成について

は、連結中間決算日現在で本決算

に準じた仮決算を行った中間財務

諸表を基礎としております。

連結子会社の中間決算日と連結中

間決算日は一致しております。

連結子会社の決算日と連結決算日

は一致しております。 

 なお、㈱パスカルは決算期変更

により、平成18年７月１日から平

成18年11月30日までの5ヶ月決算

となっております。

４ 会計処理基準に関す

る事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  たな卸資産

  仕掛品

   個別法による原価法によっ

ております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  たな卸資産

  仕掛品

   同左

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  たな卸資産

  仕掛品

   同左   

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物  10年～15年 

その他 ３年～10年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

a 平成19年３月31日以前に

取得したもの 

旧定率法によっておりま

す。

b 平成19年４月１日以降に

取得したもの 

定率法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物  10年～15年 

その他 ３年～10年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物  10年～15年 

その他 ３年～10年

 ② 無形固定資産

   ソフトウェア

   社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によ

っております。

 ② 無形固定資産

   ソフトウェア

   同左

 ② 無形固定資産

   ソフトウェア

   同左   



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   同左  

 ② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額

のうち、当中間連結会計期

間の負担額を計上しており

ます。

 ② 賞与引当金

   同左

 ② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額

のうち、当連結会計年度の

負担額を計上しておりま

す。

(4) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。

(4) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  消費税等の会計処理

   同左

(4) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  消費税等の会計処理

   同左

５  中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー計

算書)における資金の

範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

（純資産の部の表示） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号）及び、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第８

号）を適用しております。なお、当

中間連結会計期間末における従来の

表示による資本の部の合計に相当す

る額は1,247,785千円であります。

（有形固定資産の減価償却方法の変

更） 

 当中間連結会計期間より、平成19

年度の法人税法の改正に伴い、平成

19年４月１日以降に取得した減価償

却資産については、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しておりま

す。なお、この変更による当中間連

結会計期間の損益に与える影響は軽

微であります。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第８

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。

なお、当連結会計年度末における従

来の表示による資本の部の合計に相

当する額は1,308,251千円でありま

す。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年５月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年５月31日)

前連結会計年度末 
(平成18年11月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       46,791千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       56,621千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        53,800千円

 ２ コミットメントライン契約

   当社は、機動的な資金調達を

行うために取引金融機関３行

との間で、コミットメントラ

イン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間

連結会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント 
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 60,000千円

借入未実行残高 240,000千円

 ２ コミットメントライン契約

   当社は、機動的な資金調達を

行うために取引金融機関３行

との間で、コミットメントラ

イン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間

連結会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 60,000千円

借入未実行残高 240,000千円
 

 ２ コミットメントライン契約

   当社は、機動的な資金調達を

行うために取引金融機関３行

との間で、コミットメントラ

イン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

コミットメント 
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 60,000千円

借入未実行残高 240,000千円

前中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 32,599千円

給与手当 134,440千円

賞与引当金繰入 21,151千円

雑給 65,210千円

法定福利費 29,977千円

地代家賃 60,083千円

減価償却費 13,311千円

募集費 48,766千円

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 43,324千円

給与手当 169,012千円

賞与引当金繰入 28,771千円

雑給 83,573千円

法定福利費 30,877千円

地代家賃 83,013千円

減価償却費 16,704千円

募集費 57,265千円

貸倒引当金繰入 2,472千円

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 68,099千円

給与手当 288,158千円

賞与 42,548千円

賞与引当金繰入 4,971千円

雑給 142,822千円

法定福利費 59,098千円

地代家賃 130,652千円

減価償却費 29,785千円

募集費 115,841千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

ソフトウェア 1,714千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物 1,102千円

工具器具
及び備品

611千円

合計 1,713千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

ソフトウェア 1,714千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
（注）普通株式の発行済株式総数の増加3,218株は、公募による新株の発行による増加1,500株、新株引受権の権利行

使による新株の発行による増加1,718株であります。 

  

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
（注）当中間連結会計期間の減少は、新株引受権の行使によるものです。 

  

４. 配当に関する事項 

①配当金支払額 

 
  

②基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末 
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

発行済株式

 普通株式（注） 23,580 3,218 ― 26,798

  合計 23,580 3,218 ― 26,798

区分
新株予約権の 

内訳

新株予約権 
の目的と 
なる株式 
の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間末 

残高 
（千円）

前連結会計
年度末

当中間連結会
計期間増加

当中間連結会
計期間減少

当中間連結会
計期間末

提出会社 
（親会社）

第２回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 187 ― 187 ― ―

第３回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 690 ― 690 ― ―

第４回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 826 ― 590 236 50

第５回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 59 ― 59 ― ―

合計 ― 1,762 ― 1,526 236 50

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日

平成18年２月28日 
定時株主総会

普通株式 20,043 850 平成17年11月30日 平成18年３月１日



当中間連結会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
（注）普通株式の発行済株式総数の減少964株は、自己株式の消却によるものであります。 

  

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）当中間連結会計期間の増加1,200株は取締役会決議に基づく取得によるものであります。また、当中間連結会計

期間の減少1,200株のうち、964株は自己株式の消却によるもの、236株は新株引受権の行使によるものでありま

す。 

  

３. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
（注）当中間連結会計期間の減少は、新株引受権の行使によるものです。 

  

４. 配当に関する事項 

①配当金支払額 

 
  

②基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末 
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

発行済株式

 普通株式（注） 26,798 ― 964 25,834

  合計 26,798 ― 964 25,834

前連結会計年度末 
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

 普通株式（注） ― 1,200 1,200 ―

区分
新株予約権の 

内訳

新株予約権 
の目的と 
なる株式 
の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結
会計期間末 

残高 
（千円）

前連結会計
年度末

当中間連結会
計期間増加

当中間連結会
計期間減少

当中間連結会
計期間末

提出会社 
（親会社）

第４回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 236 ― 236 ― ―

合計 ― 236 ― 236 ― ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日

平成19年２月27日 
定時株主総会

普通株式 29,477 1,100 平成18年11月30日 平成19年２月28日



前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
（注）普通株式の発行済株式総数の増加3,218株は、公募による新株の発行による増加1,500株、新株引受権の権利行

使による新株の発行による増加1,718株であります。 

  

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
（注）当連結会計年度の減少は、新株引受権の行使によるものです。 

  

４. 配当に関する事項 

①配当金支払額 

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

前連結会計年度末 
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末 
株式数（株）

発行済株式

 普通株式（注） 23,580 3,218 ― 26,798

  合計 23,580 3,218 ― 26,798

区分
新株予約権の 

内訳

新株予約権 
の目的と 
なる株式 
の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結 
会計年度末 

残高 
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計 
年度末

提出会社 
（親会社）

第２回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 187 ― 187 ― ―

第３回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 690 ― 690 ― ―

第４回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 826 ― 590 236 50

第５回無担保 
新株引受権付 

社債
普通株式 59 ― 59 ― ―

合計 ― 1,762 ― 1,526 236 50

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日

平成18年２月28日 
定時株主総会

普通株式 20,043 850 平成17年11月30日 平成18年３月１日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日

平成19年２月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 29,477 1,100 平成18年11月30日 平成19年２月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

  
(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年５月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年５月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成18年11月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年５月31日現在) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年５月31日現在) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成18年11月30日現在) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成18年５月31日現在)

現金及び預金 889,770千円

現金及び現金同等物 889,770千円
  

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年５月31日現在)

現金及び預金 771,128千円

現金及び現金同等物 771,128千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成18年11月30日現在)

現金及び預金 879,485千円

現金及び現金同等物 879,485千円

前中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 内容の重要性が乏しく、契約１件

あたりの金額が少額なリース取引の

ため、注記を省略しております。

同左 同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

２ 各区分の主な業務 

(1) 総合人材アウトソーシング事業…人材派遣、業務請負 

(2) モバイル・マーケティング事業…市場調査、販促企画 

(3) その他事業…………………………コンサルティング、教育研修、人材紹介 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用150,054千円の主なものは、当社の管理部

門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

２ 各区分の主な業務 

(1) 総合人材アウトソーシング事業…人材派遣、業務請負 

(2) モバイル・マーケティング事業…市場調査、販促企画 

(3) その他事業…………………………コンサルティング、教育研修 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用165,728千円の主なものは、当社の管理部

門に係る費用であります。 

  

総合人材アウ 
トソーシング 

事業 
(千円)

モバイル・マ
ーケティング

事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,097,791 91,279 131,153 2,320,224 ― 2,320,224

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

699 ― 3,200 3,899 (3,899) ―

計 2,098,491 91,279 134,353 2,324,123 (3,899) 2,320,224

営業費用 1,885,829 79,749 110,039 2,075,617 153,354 2,228,972

営業利益 212,662 11,530 24,314 248,507 (157,254) 91,252

総合人材アウ 
トソーシング 

事業 
(千円)

モバイル・マ
ーケティング

事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,697,059 131,928 116,201 2,945,190 ― 2,945,190

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

12,726 ― 1,200 13,926 (13,926) ―

計 2,709,786 131,928 117,401 2,959,116 (13,926) 2,945,190

営業費用 2,462,312 106,718 137,273 2,706,303 151,943 2,858,247

営業利益又は営業損失（△） 247,474 25,210 △19,871 252,813 (165,870) 86,942



前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、役務の種類・性質を考慮して区分しております。 

２ 各区分の主な業務 

(1) 総合人材アウトソーシング事業…人材派遣、業務請負 

(2) モバイル・マーケティング事業…市場調査、販促企画 

(3) その他事業…………………………コンサルティング、教育研修、人材紹介 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用298,787千円の主なものは、当社の管理部

門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

総合人材アウ 
トソーシング 

事業 
(千円)

モバイル・マ
ーケティング

事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,520,137 188,173 282,027 4,990,338 ― 4,990,338

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,857 ― 3,200 6,057 (6,057) ―

計 4,522,994 188,173 285,227 4,996,395 (6,057) 4,990,338

営業費用 4,093,710 178,359 213,667 4,485,736 298,787 4,784,523

営業利益 429,284 9,814 71,560 510,659 (304,844) 205,814



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

当中間連結会計期間においてはストック・オプションを付与していないため、該当事項はありませ

ん。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

当中間連結会計期間においてはストック・オプションを付与していないため、該当事項はありませ

ん。 

  

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

当連結会計年度においてはストック・オプションを付与していないため、該当事項はありません。

  



(１株当たり情報) 

 
（注） 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  １ １株当たり純資産 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

１株当たり純資産額 46,562円63銭 46,772円54銭 48,818円98銭

１株当たり中間(当期)純利益 1,640円71銭 1,769円23銭 3,916円59銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益

1,569円90銭 ― 3,820円71銭

 当社は平成18年２月10

日付で大阪証券取引所ヘ

ラクレス市場に上場して

いるため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益

の算定にあたっては、新

規上場日から中間連結会

計期間末までの平均株価

を適用しております。

 なお、当中間連結会計

期間から、改正後の「１

株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会

計基準委員会 終改正

平成18年１月31日企業会

計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員

会 終改正平成18年１

月31日企業会計基準適用

指針第４号）を適用して

おります。これによる影

響はありません。

 なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため記載してお

りません。

当社は平成18年２月10日

付で大阪証券取引所ヘラ

クレス市場に上場してい

るため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の

算定にあたっては、新規

上場日から当連結会計年

度末までの平均株価を適

用しております。 

 なお、当連結会計年度

から、改正後の「１株当

たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基

準委員会 終改正平成

18年１月31日企業会計基

準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会

終改正平成18年１月31

日企業会計基準適用指針

第４号）を適用しており

ます。これによる影響は

ありません。

前中間連結会計期間末
(平成18年５月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年５月31日)

前連結会計年度末
(平成18年11月30日)

中間連結貸借対照表の純資産
の部の合計額（千円）

1,250,486 1,211,495 1,310,886

普通株式に係る中間連結会計
期間末の純資産額 
（千円）

1,247,785 1,208,321 1,308,251

中間連結貸借対照表の純資産
の部の合計額と１株当たり純
資産額の算定に用いられた普
通株式に係る中間連結会計期
間末の純資産額との差額（千
円）

2,700 3,174 2,635

普通株式の発行済株式数
（株）

26,798 25,834 26,798

普通株式の自己株式数（株） ─ ─ ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数
（株）

26,798 25,834 26,798



  ２ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

 
    

   

(重要な後発事象) 

  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

中間(当期)純利益(千円) 41,217 46,865 101,682

普通株主に帰属しない金額
(千円)

─ ─ ─

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

41,217 46,865 101,682

普通株式の期中平均株式数
(株)

25,121 26,488 25,962

中間(当期)純利益調整額 
(千円)

─ ─ ─

普通株式増加数(株) 1,133 ─ 651

（うち新株引受権付社債によ
る新株引受権）

1,065 ─ 617

（旧商法280条ノ19第1項の規
定に基づく新株引受権）

68 ─ 34

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要

― ─ ─

前中間連結会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。 当社は、株式会社バックスグループ

との間で平成19年1月16日に業務提

携契約を締結しました。この業務提

携は、企業の営業支援、軽作業派

遣、人材教育に関する多様なニーズ

を両社がワンストップで受け付け、

それぞれの競争優位性を持った事業

領域でのアウトソーシングサービス

を提供することにより、双方の顧客

に対しスピーディーで付加価値の高

いサービスの提供を目指して、営業

支援・軽作業派遣の相互営業を行う

ことを目的とするものであります。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年５月31日)

当中間会計期間末

(平成19年５月31日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 823,778 656,800 746,056

 ２ 売掛金 436,118 559,536 551,458

 ３ その他 59,448 88,836 96,004

   貸倒引当金 △790 △ 2,238 △ 4,663

   流動資産合計 1,318,554 83.1 1,302,934 80.6 1,388,855 82.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 30,237 1.9 41,381 2.5 41,774 2.5

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 59,282 46,069 54,419

  (2) その他 257 257 257

   無形固定資産合計 59,540 3.7 46,326 2.9 54,676 3.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 敷金及び保証金 93,655 137,991 103,425

  (2) 関係会社株式 ― 85,214 85,214

  (3) その他 85,214 8,609 1,667

   貸倒引当金 ― △ 5,010 ―

   投資その他の資産 
   合計

178,869 11.3 226,803 14.0 190,307 11.3

   固定資産合計 268,646 16.9 314,511 19.4 286,759 17.1

   資産合計 1,587,201 100.0 1,617,445 100.0 1,675,615 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年５月31日)

当中間会計期間末

(平成19年５月31日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 6,268 6,936 4,086

 ２ 短期借入金 60,000 60,000 60,000

 ３ 未払費用 164,426 201,812 205,711

 ４ 賞与引当金 25,995 30,902 5,942

 ５ その他 ※２ 122,633 174,815 158,997

   流動負債合計 379,324 23.9 474,466 29.3 434,737 25.9

   負債合計 379,324 23.9 474,466 29.3 434,737 25.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 584,730 36.8 584,730 36.2 584,730 34.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 465,671 465,671 465,671

   資本剰余金合計 465,671 29.4 465,671 28.8 465,671 27.8

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 157,426 92,577 190,426

   利益剰余金合計 157,426 9.9 92,577 5.7 190,426 11.4

   株主資本合計 1,207,827 76.1 1,142,979 70.7 1,240,827 74.1

Ⅱ 新株予約権 50 0.0 ― ― 50 0.0

   純資産合計 1,207,877 76.1 1,142,979 70.7 1,240,877 74.1

   負債純資産合計 1,587,201 100.0 1,617,445 100.0 1,675,615 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,221,702 100.0 2,760,980 100.0 4,682,021 100.0

Ⅱ 売上原価 1,610,051 72.5 2,015,616 73.0 3,399,304 72.6

   売上総利益 611,650 27.5 745,363 27.0 1,282,717 27.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 531,446 23.9 643,365 23.3 1,119,133 23.9

   営業利益 80,204 3.6 101,998 3.7 163,583 3.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 591 0.0 438 0.0 776 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２ 27,281 1.2 1,330 0.0 28,194 0.6

   経常利益 53,514 2.4 101,106 3.7 136,165 2.9

Ⅵ 特別利益 2,374 0.1 ― ― ― ―

Ⅶ 特別損失 ― ― 1,713 0.1 ― ―

   税引前中間(当期) 
   純利益

55,889 2.5 99,392 3.6 136,165 2.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

28,150 51,323 76,220

   法人税等調整額 503 28,653 1.3 △875 50,447 1.8 △291 75,929 1.6

   中間(当期)純利益 27,235 1.2 48,945 1.8 60,236 1.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他 

利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年11月30日残高(千円) 393,000 207,200 207,200 150,233 150,233 750,433

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 191,730 258,471 258,471 ― ― 450,201

 剰余金の配当 ― ― ― △20,043 △20,043 △20,043

 中間純利益 ― ― ― 27,235 27,235 27,235

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
191,730 258,471 258,471 7,192 7,192 457,394

平成18年５月31日残高(千円) 584,730 465,671 465,671 157,426 157,426 1,207,827

新株予約権 純資産合計

平成17年11月30日残高(千円) 417 750,850

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 ― 450,201

 剰余金の配当 ― △20,043

 中間純利益 ― 27,235

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
△367 △367

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
△367 457,026

平成18年５月31日残高(千円) 50 1,207,877



当中間会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金 

合計

その他 

利益剰余金
利益剰余金 

合計
繰越 

利益剰余金

平成18年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 465,671 190,426 190,426 ― 1,240,827

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △ 29,477 △ 29,477 ― △ 29,477

 中間純利益 ― ― ― 48,945 48,945 ― 48,945

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △ 127,200 △ 127,200

 自己株式の消却 ― ― ― △ 102,184 △ 102,184 102,184 ―

 自己株式の処分 ― ― ― △ 15,132 △ 15,132 25,016 9,883

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
― ― ― △ 97,848 △ 97,848 ― △ 97,848

平成19年５月31日残高(千円) 584,730 465,671 465,671 92,577 92,577 ― 1,142,979

新株予約権 純資産合計

平成18年11月30日残高(千円) 50 1,240,877

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △ 29,477

 中間純利益 ― 48,945

 自己株式の取得 ― △ 127,200

 自己株式の消却 ― ―

 自己株式の処分 ― 9,883

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
△ 50 △ 50

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
△ 50 △ 97,898

平成19年５月31日残高(千円) ― 1,142,979



前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他 

利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年11月30日残高(千円) 393,000 207,200 207,200 150,233 150,233 750,433

事業年度中の変動額

 新株の発行 191,730 258,471 258,471 ― ― 450,201

 剰余金の配当 ― ― ― △20,043 △20,043 △20,043

 当期純利益 ― ― ― 60,236 60,236 60,236

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 

(千円)
191,730 258,471 258,471 40,193 40,193 490,394

平成18年11月30日残高(千円) 584,730 465,671 465,671 190,426 190,426 1,240,827

新株予約権 純資産合計

平成17年11月30日残高(千円) 417 750,850

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― 450,201

 剰余金の配当 ― △20,043

 当期純利益 ― 60,236

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
△367 △367

事業年度中の変動額合計 

(千円)
△367 490,026

平成18年11月30日残高(千円) 50 1,240,877



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

１ 資産の評価基準及び

評価方法

有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法によ

っております。

有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

  同左

有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

  同左  

２ 固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りです。

   建物  10年～15年

   その他 ３年～10年

(1) 有形固定資産

a 平成19年３月31日以前に取得

したもの 

旧定率法によっております。

b 平成19年４月１日以降に取得

したもの 

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

  建物  10年～15年 

  その他 ３年～10年

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りです。

   建物  10年～15年

   その他 ３年～10年

(2) 無形固定資産

  ソフトウェア

   社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア 

    同左

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア 

    同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金 

    同左

(1) 貸倒引当金 

    同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のう

ち、当中間会計期間の負担額を

計上しております。

(2) 賞与引当金 

    同左

(2) 賞与引当金 

    従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額のう

ち、当期の負担額を計上しており

ます。

４ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

    同左

消費税等の会計処理 

    同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

（純資産の部の表示） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第８

号）を適用しております。なお、当

中間会計期間末における従来の表示

による資本の部の合計に相当する額

は1,207,827千円であります。

（有形固定資産の減価償却方法の変

更） 

 当中間会計期間より、平成19年度

の法人税法の改正に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した減価償却資

産については、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しております。な

お、この変更による当中間会計期間

の損益に与える影響は軽微でありま

す。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第８号）

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

 なお、当事業年度末における従来

の表示による資本の部の合計に相当

する額は1,240,827千円でありま

す。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

──────  前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」

に含めて表示していた「関係会社株式」は、重要性が

増したため独立掲記することといたしました。なお、

前中間会計期間末における関係会社株式は85,214千円

であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年５月31日)

当中間会計期間末
(平成19年５月31日)

前事業年度末 
(平成18年11月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       46,455千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       55,256千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       53,410千円

※２ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※２ 消費税等の取扱い

   同左

     ──────

 ３ コミットメントライン契約

   機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関３行との間で、

コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基

づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント 
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 60,000千円

借入未実行残高 240,000千円

 ３ コミットメントライン契約

   機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関３行との間で、

コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基

づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 60,000千円

借入未実行残高 240,000千円
 

 ３ コミットメントライン契約

   機動的な資金調達を行うため

に取引金融機関３行との間で、

コミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基

づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。

コミットメント 
ラインの総額

300,000千円

借入実行残高 60,000千円

借入未実行残高 240,000千円

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 149千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 327千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 276千円

受取手数料 499千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 449千円

コミットメント 
フィー

449千円

公開準備費用 17,303千円

新株発行費 8,991千円

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 640千円

コミットメント
フィー

449千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 907千円

コミットメント 
フィー

899千円

公開準備費用 17,303千円

株式交付費 8,991千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 4,689千円

無形固定資産 8,567千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 6,538千円

無形固定資産 9,191千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 11,644千円

無形固定資産 18,033千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）当中間会計期間の増加1,200株は取締役会決議に基づく取得によるものであります。また、当中間会計期間の減

少1,200株のうち、964株は自己株式の消却によるもの、236株は新株引受権の行使によるものであります。 

  

前事業年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年５月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年５月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成18年11月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末 
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末 
株式数（株）

 普通株式（注） ― 1,200 1,200 ―

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 内容の重要性が乏しく、契約１件

あたりの金額が少額なリース取引の

ため、注記を省略しております。

同左 同左



(１株当たり情報) 

 
（注） 算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 １ １株当たり純資産 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

１株当たり純資産額 45,071円56銭 44,243円21銭 46,303円00銭

１株当たり中間(当期)純利益 1,084円16銭 1,847円77銭 2,320円16銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益

1,037円37銭 ― 2,263円36銭

 当社は平成18年２月10

日付で大阪証券取引所ヘ

ラクレス市場に上場して

いるため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益

の算定にあたっては、新

規上場日から中間会計期

間末までの平均株価を適

用しております。 

 なお、当中間会計期間

から、改正後の「１株当

たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成

18年１月31日企業会計基

準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会

最終改正平成18年１月31

日企業会計基準適用指針

第４号）を適用しており

ます。これによる影響は

ありません。

 なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため記載してお

りません。

当社は平成18年２月10日

付で大阪証券取引所ヘラ

クレス市場に上場してい

るため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の

算定にあたっては、新規

上場日から当事業年度末

までの平均株価を適用し

ております。 

 なお、当事業年度か

ら、改正後の「１株当た

り当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18

年１月31日企業会計基準

第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 最終

改正平成18年１月31日企

業会計基準適用指針第４

号）を適用しておりま

す。これによる影響はあ

りません。

前中間会計期間末
(平成18年５月31日)

当中間会計期間末
(平成19年５月31日)

前事業年度末
(平成18年11月30日)

中間貸借対照表の純資産の部
の合計額（千円）

1,207,877 1,142,979 1,240,877

普通株式に係る中間会計期間
末の純資産額（千円）

1,207,827 1,142,979 1,240,827

中間貸借対照表の純資産の部
の合計額と１株当たり純資産
額の算定に用いられた普通株
式に係る中間会計期間末の純
資産額との差額（千円）

50 ─ 50

普通株式の発行済株式数
（株）

26,798 25,834 26,798

普通株式の自己株式数（株） ─ ─ ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数
（株）

26,798 25,834 26,798



 ２ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

中間(当期)純利益(千円) 27,235 48,945 60,236

普通株主に帰属しない金額
(千円)

─ ─ ─

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

27,235 48,945 60,236

普通株式の期中平均株式数
(株)

25,121 26,488 25,962

中間(当期)純利益調整額 
(千円)

─ ─ ─

普通株式増加数（株） 1,133 ─ 651

（うち新株引受権付社債によ
る新株引受権）

1,065 ─ 617

（旧商法280条ノ19第1項の規
定に基づく新株引受権）

68 ─ 34

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要

― ─ ─

前中間会計期間
(自 平成17年12月１日
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年12月１日
至 平成19年５月31日)

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。 当社は、株式会社バックスグループ

との間で平成19年1月16日に業務提

携契約を締結しました。この業務提

携は、企業の営業支援、軽作業派

遣、人材教育に関する多様なニーズ

を両社がワンストップで受け付け、

それぞれの競争優位性を持った事業

領域でのアウトソーシングサービス

を提供することにより、双方の顧客

に対しスピーディーで付加価値の高

いサービスの提供を目指して、営業

支援・軽作業派遣の相互営業を行う

ことを目的とするものであります。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第７期(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日)平成19年２月28日関東財務局長

に提出 

 (2) 自己株券買付状況報告書 

報告期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日)平成19年５月10日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年８月24日

株 式 会 社 エ ス プ ー ル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスプール

の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）

に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エスプール及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17

年12月１日から平成18年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 山 憲 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 古 山 和 則 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年８月24日

株 式 会 社 エ ス プ ー ル 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社エスプールの平成18年12月１日から平成19年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社エスプール及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

太陽ＡＳＧ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士   新 井 達 哉

指定社員
業務執行社員

公認会計士   田 尻 慶 太

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年８月24日

株 式 会 社 エ ス プ ー ル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスプール

の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社エスプールの平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日

まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 山 憲 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 古 山 和 則 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年８月24日

株 式 会 社 エ ス プ ー ル 

取 締 役 会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社エスプールの平成18年12月１日から平成19年11月30日までの第８期事業年度の中間会計期間

(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社エスプールの平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年12月１日から平成19年５月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

太陽ＡＳＧ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士   新 井 達 哉

指定社員
業務執行社員

公認会計士   田 尻 慶 太

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。
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